（第

（第１号様式の１）
　年度地域生活移行推進民間提案事業費補助金交付申請書
　年　月　日
　神奈川県知事　殿
法人名　　　　　　　　　　　　　
所在地　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　                　　                 代表者氏名
　年度地域生活移行推進民間提案事業費補助金の交付を受けたいので、関係書類を添えて申請します。
	事　業　名
	

	事業の目的及び概要
	［目的］
［概要］


	事業の着手及び
完了の予定期日
	　年　月　日　～　　年　月　日

	事　業　費
	［総事業費］　　　　　　円　　　　［交付申請額］　　　　　　円

	交付申請額の算出方法
	収支予算書のとおり

	事業の経費の配分及び
経費の使用方法
	収支予算書のとおり

	継続希望期間
	補助の継続を希望する場合は継続希望年度に○をしてください。
　　　　年度（翌年度）　　　　年度（翌々年度）


（第１号様式の２）

年度地域生活移行推進民間提案事業費補助金交付申請書（継続分）

　年　月　日
神奈川県知事 殿
法人名　　　　　　　　　　　　　
所在地　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　                　　　　　　　　　 代表者氏名
　年度地域生活移行推進民間提案事業費補助金の交付を受けたいので、関係書類を添えて申請します。

	事　業  名
	

	事業の目的及び概要
	［目的］

［概要］
	

	事業の着手及び完了の予定期日
	　年 月 日～
　年 月 日
	

	事　業
　費
	［総事業費］
円 ［交付申請額］　　　　　　　　　　　
［昨年度の総事業費］
円 ［昨年度の補助金額］
	円
円

	交付申請額の算出方法
	収支予算書のとおり
	

	事業の経費の配分及び経費の使用方法
	収支予算書のとおり
	

	継 続 希 望 期 間
	補助の継続を希望する場合は継続希望年度に○をしてください。

　年度（翌年度）


（第１号様式　別紙）
法人調書
	法人名
	

	法人ホームページ
	URL：https://www

	事業開始日
	　　年　　月　　日　(指定日：  　　年　　月　　日)

	役員（主たる役員の役職、
氏名及び肩書き）

	

	主な活動
	

	法人の年間予算
（令和　年度）
	〔収入の部〕
〔支出の部〕
（　　年　　月　～　　　年　　月）

	令和　年度の他の補助金等の申請予定
	

	事業実施期間における消費税の課税有無
	有　　　・　　　無


（第２号様式）
事業計画書
	１　現状における課題認識
	

	２　個別事業の内容
	［事業名］
［目標］
［成果］
［内容］
［実施スケジュール］
［従事者］
［実施場所］
［予算］　　　　　　　　円


	３　事業を行うことで期待できる具体的な成果
	

	４　事業の実施体制
	①総括責任者
②個別事業の責任者
③専門性のアピール


	５　事業の他団体等への波及性
	

	６　必須要件等に係る計画
	［地域生活移行の推進（年間５名以上）］（必須要件）
［緊急時受入体制の確保］
［相談支援体制の強化］
［福祉人材の確保］



	７　補助金終了後の展望等
	［事業の展望］
［法人の活動］


	８　前年も同じ事業で応募している場合は、見直した内容や充実させた内容
	


（第３号様式）
　年度地域生活移行推進民間提案事業費補助金事業収支予算書
（単位：円）
	科
目
	金　額
	積 算 内 訳
	備　考

	Ⅰ 収入の部
	
	
	

	収入合計（Ａ）
	
	
	

	Ⅱ 支出の部
	
	
	

	支出合計（Ｂ）
	
	
	

	収支差額（Ａ）－（Ｂ）
	
	
	


※ 必要な科目のみ記入してください。
※ 個々の金額の積算内訳を必ず記載し、合計した結果が収入合計（支出合計）と一致する

ようにしてください。

＊支出計画
（単位：円）
（単位：円）
	区
分
金 額
第 四半期 （ 月～
月）
第 四半期 （ 月～
月）
第 四半期（ 月～
月）
第 四半期 （ 月～
月）
合計（（Ｂ）と同額）

	経 費 区 分
金 額
人件費
その他経費
固定資産取得支出
合計（（Ｂ）と同額）



（第４号様式）

地域生活移行推進民間提案事業費補助金事業継続希望調書
（単位：円）
	区
分
	年度
	年度
	年度

	事業計画の概要
	
	
	

	収入予算の概要
	
	
	

	
	
	
	

	収入予算の計
	
	
	

	支出予算の概要
	
	
	

	
	
	
	

	支出予算の計
	
	
	


※
年度以降も事業を継続する場合（最長
年度まで）の継続期間分の事業計画と収支予算を記入ください。
（第５号様式）

申 請 者 連 絡 票
このたび提出した、「地域生活移行推進民間提案事業費補助金交付申請書」に関する連絡先は次のとおりです。
	事 業 名
	

	法 人 名
	

	電話番号
	

	申請書に関す

る連絡責任者
	氏 名
	フリガナ

	
	電 話
	

	
	携帯電話
	

	
	ファクシミリ
	

	
	メールアドレス
	

	
	住 所
	〒
－

	
備
考
	


※この書類は、事業課からの連絡等に使用するものであり、公開はしません。
（第６号様式）
役 員 等 氏 名 一 覧 表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      年   月   日現在の役員　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	役職名
	氏  名
	氏名のカナ
	生年月日
(大正T,昭和S,平成H)
	性別
(男･女)
	住  所

	代表者
	
	
	T

S

H       ．    ．
	
	

	
	
	
	T

S

H       ．    ．
	
	

	
	
	
	T

S

H       ．    ．
	
	

	
	
	
	T

S

H       ．    ．
	
	

	
	
	
	T

S

H       ．    ．
	
	

	
	
	
	T

S

H       ．    ．
	
	

	
	
	
	T

S

H       ．    ．
	
	

	
	
	
	T

S

H       ．    ．
	
	

	
	
	
	T

S

H       ．    ．
	
	

	
	
	
	T

S

H       ．    ．
	
	


記載された全ての者は、代表者又は役員に暴力団員がいないことを確認するため、本様式に記載された情報を神奈川県警察本部に照会することについて、同意しております。
法人名　　　　　　　　　　　　　
所在地　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　                　　代表者氏名　　　　　　　　　　　
（第７号様式）
年　　月　　日

　　神奈川県知事　殿

法人名　　　　　　　　　　　　　
所在地　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名

　　　　　　　　　          
地域生活移行推進民間提案事業変更（中止、廃止）承認申請書

　　年　　月　　日付けで交付決定を受けた地域生活移行推進民間提案事業費補助金に係る事業を次のとおり変更（中止、廃止）したいので承認を受けたく、関係書類を添えて申請します。

１　変更（中止、廃止）の内容

	事業の内容
	変更（中止、廃止）前
	変更（中止、廃止）後

	
	
	


２　変更（中止、廃止）の理由
（第８号様式）

地域生活移行推進民間提案事業費補助金事業変更計画書

1 事業の名称
2 事業計画
	項　目
	変更前
	変更後

	
	
	


3 収支予算
	科目
	変更前
	変更後
	増減
	備考

	Ⅰ 収入の部
	
	
	
	

	収入合計（Ａ）
	
	
	
	

	Ⅱ 支出の部
	
	
	
	

	支出合計（Ｂ）
	
	
	
	

	収支差額（Ａ）－（Ｂ）
	
	
	
	


＊支出計画
	
	変更前
	変更後

	第１四半期（　～　月）
	
	

	第２四半期（　～　月）
	
	

	第３四半期（　～　月）
	
	

	第４四半期（　～　月）
	
	

	合 計
	
	


（第９号様式）
年　　月　　日

　　神奈川県知事　殿

法人名　　　　　　　　　　　　　
所在地　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名

地域生活移行推進民間提案事業実施状況報告書

　　年　　月　　日付けで交付決定を受けた地域生活移行推進民間提案事業費補助金に係る補助事業の　　 年　　月　　日現在における実施状況を、次のとおり報告します。

　１　補助事業の執行状況

　２　補助事業の経費の執行状況
（第10号様式）
年　　月　　日

　　神奈川県知事　殿

法人名　　　　　　　　　　　　　
所在地　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名

年度地域生活移行推進民間提案事業実績報告書

　　年　　月 　日付けで交付決定を受けた地域生活移行推進民間提案事業補助金に係る補助事業の実績を、次のとおり報告します。

　１　事業実績

　２　収支実績
（第11号様式の１）

年度地域生活移行推進民間提案事業費補助金事業中間評価・報告書

法人名　　　　　　　　　　　　　
所在地　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名

1 事業進捗状況
	事業名
	

	目標
	

	実績
※事業の実施によって生じた結果を、数値等により箇条書きで記入してください。
※この欄に入りきらない場合は、別紙も可。
	

	必須要件等に係る実績
※事業の実施によって生じた結果を、数値等により箇条書きで記入してください。
※この欄に入りきらない場合は、別紙も可。
	［地域生活移行の推進（年間５名以上）］（必須要件）

［緊急時受入体制の確保］
［相談支援体制の強化］
［福祉人材の確保］



	実績・成果に対する評価
※実績や成果についてどのように考えているかを記入してください。
	

	進捗状況
	ア）この事業の進捗は何％ぐらいですか。 ％
※ 年間で目標が達成できた場合に「 」として、現在の進捗状況により判断してください。

	
	イ）上記ア）のように判断した理由を記入してください。なお、予定よりも進捗状況が遅れている場合はその対応策を記入してください。

	
	ウ）この事業の課題と対応策


2 今年度の下半期における事業実施上の課題とその対応策
3 当該事業に対する来年度以降の考え方
（第11号様式の２）

年度地域生活移行推進民間提案事業費補助金事業評価・報告書

法人名　　　　　　　　　　　　　
所在地　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名

1 個別事業ごとの進捗状況
	事業名
	

	目標
	

	実績
※事業の実施によって生じた結果を、数値等により箇条書きで記入してください。
※この欄に入りきらない場合は、別紙も可。
	

	必須要件等に係る実績
※事業の実施によって生じた結果を、数値等により箇条書きで記入してください。
※この欄に入りきらない場合は、別紙も可。
	［地域生活移行の推進（年間５名以上）］（必須要件）

［緊急時受入体制の確保］
［相談支援体制の強化］
［福祉人材の確保］



	実績・成果に対する評価
※実績や成果についてどのように考えているかを記入してください。
	

	目標の達成状況
	ア）この事業の進捗は何％ぐらいですか。 ％
※ 年間で目標が達成できた場合に「 」として、現在の進捗状況により判断してください。

	
	イ）上記ア）のように判断した理由を記入してください。なお、予定よりも進捗状況が遅れている場合はその対応策を記入してください。

	
	ウ）この事業の課題と対応策


2 補助金事業を継続する上での課題とその対応策
3 補助金事業終了後の当該事業の見通し
（第12号様式の１）

年度地域生活移行推進民間提案事業中間収支計算書
（単位：円）
	
科
目
	予 算 額
	執 行 額
	備    考

	Ⅰ 収入の部
	
	
	

	収入合計（Ａ）
	
	
	

	Ⅱ 支出の部
	
	
	

	支出合計（Ｂ）
	
	
	

	収支差額 Ａ ― Ｂ
	
	
	


（第12号様式の２）
年度地域生活移行推進民間提案事業収支計算書
（単位：円）
	
科
目
	予算額
	決算額
	増減額
	主な増減理由

	Ⅰ 収入の部
	
	
	
	

	収入合計（Ａ）
	
	
	
	

	Ⅱ 支出の部
	
	
	
	

	支出合計（Ｂ）
	
	
	
	

	収支差額 Ａ ― Ｂ
	
	
	
	


（第13号様式）
年　　月　　日

神奈川県知事　殿

法人名　　　　　　　　　　　　　
所在地　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名

　　　　　　　　
　　　年度消費税仕入控除税額報告書

年　　月　　日付けで交付決定を受けた地域生活移行推進民間提案事業費補助金に係る消費税仕入控除税額について、次のとおり報告します。

１　補助金の額の確定額　　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　円

２　消費税の申告の有無（どちらかを選択）　　　　　　　　　　有　　　・　　　無

（２で「無」を選択の場合は以下不要）

３　仕入控除税額の計算方法（どちらかを選択）　　　　　　　一般課税　・　　簡易課税

（３で「簡易課税」を選択の場合は以下不要）

４　補助金の額の確定時に減額した消費税仕入控除税額　　　金　　　　　　　円

５　消費税の申告により確定した消費税仕入控除税額　　　　金　　　　　　　円

６　補助金返還相当額（５から４の額を差し引いた額）　　　金　　　　　　　円

（注）１　別紙として積算の内訳を添付すること。　

２　補助金返還相当額がない場合であっても、報告すること。

（第14号様式）
申請資格がある旨の誓約書
  申請を行うに当たり、次に記した事項は事実に相違ありません。
　　年　　月　　日
法人名　　　　　　　　　　　　　
所在地　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名

　　　　　　　　　
地域生活移行推進民間提案事業募集要項「Ⅱ２ 応募対象者の要件」については、いずれも満たしています。
（第15号様式）
重大な事故又は不祥事に関する報告書
　　年　　月　　日
神奈川県知事　殿
法人名　　　　　　　　　　　　　
所在地　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名

申請に当たり、〇年〇月〇日（申請日）から起算して過去３年間に生じた重大な事故又は
不祥事について、次のとおり報告します。
１　重大な事故又は不祥事の有無
２　発生年月日、発生場所、事件又は不祥事の別及びその概要
３　発生時の対応及び帰責事由の有無
４　発生後の対応、策定した再発防止策の内容及び役職員への周知状況
５　現在の状況（紛争継続の有無等）
※　重大な事故又は不祥事とは、募集開始の日から起算して過去３年間に、申請法人又は申請法人の役員若しくは職員の行為により生じた次のものを指します。
・　重大な事故（「神奈川県指名停止等措置要領」第２条の規定に基づき指名停止を行う要件に該当するもの）
・　不祥事（「懲戒処分の指針」の標準例に列挙された行為に相当し団体が処分を行ったもの）
※　なお、対象となる法人の役員又は職員（契約社員、派遣社員及び日々雇用職員等の非正規雇用による職員を含みます。）は次のとおりとします。
・　当該団体の役員又は県内の事業所の職員
